
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告

掛田目ロニl襲整週室工■と主2旦」日堕出

1 事業の成果
本年度は、当法人の活動方針の広報普及により、正会員、及び賛助会員 (以下会員という)の公募活

動を重点実施するほか、不特定多数の者に対する助言指導、及び各種セミナー、勉強会を、オンライン

を活用して重点的に実施し、企業における適正な ITイ ノベーションを振興する活動を行う準備活動を

実施した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 3561 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

企業の IT化促進

に資する情報収

集及び提供

行政側の IT化支援法制度及

び支援事業の情報収集を行

い、情報冊子にて提供する。

適宜実施
主たる事

務所
3名 不特定多数 不特定多数 137

革新的 IT技術に

関する調査研究

及び広報普及

IT業界における革新的技術
の調査研究と、当該技術を企

業化するための各種セ ミナ

ーを実施する。

年間 4回を

目途 に適

宜実施

オンライ

ン
3名
セミナー参

加を希望す

る者

10名程度/回
×4回

1,033

企業の業務及び

事業環境 IT化創

出のための助言

及び指導

IT化を希望する者への現状
分析及び改善指導、並びに導

入指導を行う。

適宜実施

オンライ

ン及び受

益者事業

所

5名

IT化の推進

を希望する

者
5名 /回 ×4回 443

企業の IT技能者

育成のための人

材育成カリキュラ

ム等の企画指導

及び主宰

IT技能者を育成するための

各種人材育成カリキュラム

の企画指導を行う。

適宜実施

オンライ

ン及び受

益者事業

所

2名

IT化を希望

する不特定

多数の事業

者

IT化を希望す

る不特定多数の

事業者

1,948

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

実施しない



2021年度【令和3年度】

匿墾 E墨

自令和4年 1月 1日

至令和4年 12月 31日

特定非営利活動法人日本ITイノベーション推進機構

科 目 金額 (単位 :円 )

I.収入 (非課税)の部

1.会費関係

(1)社員 (甲 )

①年会費

②一般弁償経費分担金

4′ 450′000

780

(2)社員 (乙 )

①入会金

②年会費

∩

）

960

(3)賛助会員

①年会費

②一般経費賦課金

290′ 000
ハ
Ｕ

2.活動協賛金

①無料相談事業協賛金

②セミナー協賛金

③広報普及事業協賛金

ハ
Ｕ

Ａ
Ｕ

当期非課税収入合計 (A)

241

当期非課税収入合計 (B) 1

Ⅱ.支出の部

1.一般管理費等

940

2.特定非営利活動事業費

①情報提供活動

②広報普及活動

③IT化創出指導助言活動

④人材育成指導助言活動

137′000
1′ 033′ 000

443′000

1 610
■
■

3.関係団体会費等

(C)

当期収支差額 (A)― (C) 550

1次期繰越額 (B) (C) 280



図壼墨壼

令和4年 12月 31日現在

科目
Ｔ
■
　
■
■ 流動資産

0
19′280

流動資産合計

2.固定資産

①有形固定資産
＾
Ｕ

有形固定資産合計

②無形固定資産
ｎ

〉

無形固定資産合計

③その他の固定資産
＾
Ｕ

その他の固定資産合計

3.繰延資産 ｎ

》

繰延資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

1.流動負債

入金
＾
Ｕ

流動負債合計

2.固定負債
入金

＾
Ｕ

Ⅲ

固定負債合計

ｎ

》

19

＾
Ｕ

19.280



計算書類の注記 (活動計算書関係)

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、簡易会計方法によっている。尚、消費税、資産評価、減価償却、引当金等は計

上事項がないため、特段の基準はない。

2.会計方針の変更

なし



□□□量

令和4年 12月 31日現,在

特定非営利活動法人日本ITイ

科 目

0
19′280

19,280

ｎ
）

Ａｕ

ｎ

〉

＾
Ｕ

ハ
Ｕ

ハ
Ｕ

ハ
Ｕ

ｎ

〉

ｎ

ｖ

ハ
Ｕ

＾
Ｕ

ハ
Ｕ

Ａ
Ｕ

ハ
Ｕ

ハ
Ｕ

19,280

その他の固定資産合計

Ｔ
■
　
■
■

3.繰延資産

流動資産

流動資産合計

有形固定資産合計

②無形固定資産

無形固定資産合計

③その他の固定資産

流動負債合計

固定負債合計

負債合計

一Ⅲ
一

資産合計

2.固定資産

①有形固定資産

2.固定負債

長期借入金

Ⅱ負債の部

1.流動負債



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人日本 I丁イノベーション推進機構

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1

/nヽ

k=ヲ
・監事

コイス
゛
ミ ケンシ
゛

令和4年 1月 1日

令和4年12月 31日

年  月  日

年  月  日小泉 賢司

，

“

⌒

t=ジ
・監事 ウ

ツミ トモタカ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年 月 日内海 友貴

●
●

′
~ヽ

t賢ジ・監事
オオムラ トモコ 令和4年 1月 1日

令和4年12月 31日

年  月  日

年  月  日大村 智子

４

‘

⌒理事1健壁ヲ
サイトウ コウ 令和4年 1月 1日

令和4年 12月 31日

年

年

月

月

日

日齋藤  康



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人日本ITイ ノベーション推進機構

氏   名

1
株式会社Easy Comunications
代表取締役 内海友貴

2 中央
建設企業経営振興事業協同組合連合会

理事長 小泉賢司

3
日本木造住宅振興事業協同組合
代表理事 大村智子

4
一般社団法人全国賃貸経営保障機構
代表理事 藤咲芳彦

5 大村智子

6 坂間里美

7 斎藤康

8 内海友貴

9 内海千織

10 小泉賢司

11

12


